建設業法施行令一部改正の概要

１　金額要件の見直し
本改正政令により、以下のとおり金額要件の見直しを行った。これらの改正は、いずれも令和５年１月１日より施行され、請負契約の時点にかかわらず、同日以降は全ての工事について改正後の金額要件が適用されることとなる。

・　特定建設業の許可、監理技術者の配置及び施工体制台帳の作成を要する下請代金額の下限について、４千万円（建築一式工事の場合は６千万円）から４千５百万円（建築一式工事の場合は７千万円）に引き上げ。
・　主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額の下限について、３千５百万円（建築一式工事の場合は７千万円）から４千万円（建築一式工事の場合は８千万円）に引き上げ。
・　下請負人の主任技術者の配置を不要とすることができる特定専門工事の下請代金額の上限について、３千５百万円から４千万円に引き上げ。

これらの施行に当たっては、以下の点に留意する必要がある。
(1)　監理技術者から主任技術者への途中交代、専任から非専任への変更等について
監理技術者又は主任技術者の途中交代については、監理技術者制度運用マニュアル（平成16年国総建第315号）において、建設工事の適正な施工の確保を阻害するおそれがあることから、施工管理をつかさどっている監理技術者から主任技術者への工期途中での交代（以下「途中交代」という。）は慎重かつ必要最小限とすることとされている。
このため、本改正政令の施行後、工期途中において途中交代を行うことについては、請負契約の当事者間で協議（発注者から直接建設工事を請け負った建設業者にあっては発注者との協議、下請業者にあっては注文者たる建設業者との協議）を行うこととし、工程上一定の区切りと認められる時点とするほか、工事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して工事現場に設置するなどの措置をとることにより、工事の継続性、品質確保等に支障がないよう対応することが必要であることに留意すること。
また、本改正政令の施行後、工期途中において専任技術者を非専任に変更することについても、請負契約の当事者間で協議を行うこととし、工事の継続性、品質確保等に支障がないよう対応することが必要であることに留意すること。
[bookmark: _GoBack]さらに、請け負った建設工事が、本改正政令の施行後、工期途中において特定専門工事に該当することとなった場合には、元請負人及び下請負人の合意により、当該建設工事における下請負人の主任技術者の配置を不要とすることができる。この場合においても、工事の継続性、品質確保等に支障がないよう対応することが必要であることに留意すること。
(2)　施工体制台帳及び施工体系図の取扱いについて
改正後の金額要件において施工体制台帳の作成・備置き義務及び施工体系図の作成・掲示義務の適用外となる工事については、本改正政令施行後はこれらの作成、据置き及び掲示が不要となるが、その場合であっても、令和４年12月31日までに作成した施工体制台帳及び施工体系図は建設業法（昭和24年法律第100号）第40条の３に基づき、引き続き営業所ごとに保存する必要がある。
なお、公共工事については、従前のとおり、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第15条の規定に基づき、下請代金額の如何に関わらず、施工体制台帳の作成・備置き及び施工体系図の作成・掲示が必要となる。
(3)　建設工事の現場に掲げる標識の取扱いについて
建設業法第40条に基づき、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、建設工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所に、当該建設業者が配置した主任技術者又は監理技術者の氏名及び専任の有無等が記載された標識を掲示しなければならないこととされており、当該標識の修正が必要となった場合は速やかに修正しなければならない。
　
２　技術検定制度の見直し
本改正政令により、現在、令第36条及び第37条において定められている技術検定の受検資格は国土交通省令で定めることとされた。今後、施工技術検定規則（昭和35年建設省令第17号）等の改正、受検資格の見直しが行われる予定。
受検資格の見直しを含めた技術検定制度の見直しについては、令和６年４月１日より施行される。

